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 令和7年度は、コロナ禍以降の感染予防対策を利用者の方々及び職員の理解と協力を得て、引き続き実施

するとともに、関係団体との連携のもと障害児の福祉の向上と共生社会への理解促進を基本目標として、以下

の通り各事業を実施した。 
 

     

１ 全国療育相談センタ－事業 

全国療育相談センタ－においては、例年実施している職員を対象とした感染予防対策 
のための健康管理(体温・体調申告)及 び 、 診 療 終 了 後 の フ ロ ア 内 ア ル コ ー ル 消 毒  
を 行い、利用者に安心して利用していただくよう配慮し、発達障害児、精神発達遅滞児等  
を対象とした医療(小児神経科・児童精神科及び小児科)受診者延 4,９ ４ ２ 人(令和６年 
度 4,８ １ ３ 人)、心理・言語・福祉・教育の面からの療育相談を延９93 人(令和 6 年度 
１ ,０２０人)計 5,９ ３ ５ 人(令和６年度 5,８ ３ ３ 人)実施した。 

また、臨床検査等を延５６８件(令和６年度６６４件)実施した。 
   

全国療育相談センター年間総受診・検査数  

 

診 療 科 目 

 

 

受診者数 

 

臨床検査等 

 

件 数 

小児神経科 

児童精神科 

小 児 科 

41 

４,824 

77 

脳波検査       

心電図検査 

血液検査       

尿検査       

心理テスト 

 

 

 

１１８ 

16 

１７５ 

 １１４ 

145 

 

 

小  計 4,942 

心     理 

言     語 

療育相談等 

４０５ 

７４ 

５１４ 

小  計 ９９３ 

 

合  計 

 

 

５,９３５ 

 

 

合  計 

 

 

568 

 

 

 

２ 全国療育相談センター「けやき歯科診療所」事業 

けやき歯科診療所では、地域の歯科医療機関で治療を受けることが困難な重度障害児(者) 
の歯科治療を行った。診療は東京都の補助及び新宿区の委託事業として、東京科学大学及び
新宿区歯科医師会の協力のもと、全身麻酔法、静脈内鎮静法等の管理法を用いて延 2,136 人
(令和 6 年度 2,263 人)に行った。症例数の減少は一症例に時間を要する全身麻酔患者数の増
加１２３人（令和６年度 108 人）によるもので、 診療報酬は増加した。 
 

歯科治療における症例数 

 全身麻酔  静脈内鎮静法 モニター管理 通法・その他 合  計    

症 例 数 123 293 101 1,619 2,136 
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なお、依然新型コロナ、インフルエンザ、はしかなど感染症の予防対策は必要であり、待合室・診 

察室・スタッフルームに設置された大型空気清浄器は継続して使用している。スタッフもマスク 
（N95 やサージカルマスク）・ゴム手袋・ガウン・帽子・フェイスガード等感染予防の装備をして診療 
を行っている。 

また、障害者歯科診療は高額な医療器械を必要とするため器械の老朽化対策が今後の課題と 
なっている。 

 

 

３  児童発達支援センター「中央愛児園」事業  

中央愛児園では、就学前のダウン症、知的障害や発達障害の子どもを対象に、保育の中で日
常生活における基本的動作及び知識技能の習得を支援し、親子や子ども同士の関わりを深め、
集団生活の基礎を育てることを目標とする支援を行うとともに、保護者が家庭でも取り組めるよ

う、実践的な支援を行った。 
また、家庭の状況に応じて柔軟な利用ができるように単独通園を開始した。 

PT・OT・ST・心理指導による専門的な個別指導を行い、子ども一人ひとりの発達状況に応じ
た多面的な支援を行った。 
さらに、園長（小児科医）による医療相談を実施し、発達や健康面に関する助言を行い、保護者が
安心して子育てに取り組めるよう、医療と福祉の総合的な体制を整えた支援を行った。 

   年間の障害別及び年齢別在籍人員は次表のとおり、年間延人員は1,814人(令和6年度2,948 
人)である。 
 

ア 通所児童の月別入・退園状況 
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月末現在 

 

20 

 

20 

 

20 

 

21 

 

21 

 

23 

 

25 

 

27 

 

25 

 

25 

 

26 

 

20 

 

    

 

延人数 

 

138 

 

123 

 

133 

 

138 

 

123 

 

146 

 

193 

 

158 

 

177 

 

167 

 

148 

 

170 

 

1,814 

 

イ 障害別人員                                 (2026.3.31 現在 ) 

  

  

  

  

  

  

      障 害 名  

  

人 員     

 

ダウン症 

 

身体・精神 

発達遅滞 
その他 

 

計 

 

 
男 

 

5 

 

3 

 

６ 

 

１４ 

 
女 

 

3 

 

１ 

 

２ 

  

６ 

 

計 

 

8 

 

４ 

 

８ 

 

20 
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ウ 年齢別人員                                                         (2026.3.31 現在 ) 

   年齢別 

 

人 員 

        

0歳 

 

 

1歳 

 

 

2歳 

 

 

3歳 

 

 

4歳 

 

 

5歳 

 

 

6歳 

 

 

計 

  

 

男 

 

０ 

 

４ 

 

３ 

 

１ 

 

２ 

 

４ 

 

０ 

 

１４ 

 

女 

 

０ 

 

０ 

 

２ 

 

１ 

 

３ 

 

０ 

 

０ 

  

６ 

 

計 

 

０ 

 

４ 

 

５ 

 

２ 

 

５ 

 

４ 

 

０ 

 

２0 

 

 

４ 国庫補助事業                                      

在宅心身障害児(者)療育事業   

2025年度においては、コロナ禍以降実施していた感染症対策の実施もあり各事業とも対面・集団行動 
による実行が、徐々に回復傾向となった。 

 
（１）在宅心身障害児(者)療育相談事業 
在宅の障害児(者)及び保護(関係)者に対し、対面による相談の他、電話及びメール等を活用して、医師、 

ケ－スワ－カ－等の療育に関する専門家並びに障害児を育てた経験豊かな保護者による相談及び療育指 
導を行うとともに、児童相談所、福祉事務所、更生相談所、医療機関など関係機関への斡旋及び連絡等を行 

った。 

（２）在宅心身障害児(者)療育研修事業 （関係団体実施）      

家庭における障害児(者)の療育、生活援助に役立つ知識・技術習得のため、専門家による講義及び実技 
指導を内容とした保護者研修会を9回実施した。 

   そのうち、感染症対策ため実施していたオンライン研修会に加えハイブリットによる研修会も実施した。 

（３）親子ふれあい療育キャンプ事業 （関係団体実施）        

障害児(者)や家族の他、関係者が集まる集団キャンプ事業を日帰り8ヶ所、宿泊２ヶ所の全国１０ヶ所にて 
  実施した。特に障害のある子どもと日常的な関わりが少ない父親の他、同じ家庭環境下にある兄弟同志の 
  交流も深める事ができた。 

 

 

５ J K A 補助事業                                  

「福祉事業を行なっている法人格を有さない団体に対して支援を行うことを本来事業の目的とする 

活動補助事業」及び「全国的なスポーツ大会の開催補助事業」 
 

（１） 発達に課題を抱える子どもとその関係者に対する総合支援事業  

発達障害と診断された子どもや診断を受けていないが日常生活の中で発達障害傾向がみられる子ども 
の他、先天性疾患(ダウン症)と診断された子どもに対し、専門医によるアドバイスの他、心理士・言語療法士 
による一人一人に合わせた個別療育を延925人に行った。 
その他、自閉症スペクトラム症及びダウン症児に対し、社会適応能力を育てるための集団療育を延537 

人に行った。 

   また、親・関係者に対しても対象児の情報を提供し、児に対する周囲の環境改善を図ることが出来た。 

（２）障害のある子ども達への社会自立補助と親への理解支援事業（関係団体実施） 
   障害のある子ども達(主に難聴・肢体不自由)に対し、社会自立能力向上を図るためのデイキャンプを2ヶ 
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所(沖縄県・奈良県)で実施した。また、障害児を持つ親に対しては各種障害に理解を図る事や、同じ境遇の 
親からの意見を求めるための研修会を3ヶ所(東京都2ヶ所・兵庫県)で実施した。 

（３）スポ－ツ振興事業（関係団体実施）                 

   聴覚障害生徒及び視覚障害生徒の体力の向上と健全育成を図るためのスポ－ツ大会を、下記会場にて 
それぞれ開催した。 

   また、視覚障害生徒スポーツ振興事業については、フロアバレーボール審判員の養成研修会も併せて行っ 
た。 

   ① 第 1回フロアバレーボール審判員養成研修会(視覚障害生徒スポーツ振興) 
令和7年7月31日 北海道立総合体育センター (北海道札幌市) 
令和7年8月  1日 北海道札幌視覚支援学校 (北海道札幌市) 

   ② 第2回フロアバレーボール審判員養成研修会(視覚障害生徒スポーツ振興) 
令和7年8月 19日 北海道立総合体育センター (北海道札幌市) 

   ③ 全国盲学校フロアバレーボール大会の開催 (視覚障害生徒スポーツ振興) 

令和7年8月 19日～21日 北海道立総合体育センター (北海道札幌市) 
   ④ 全国聾学校陸上競技大会の開催 (聴覚障害生徒スポーツ振興) 

令和7年9月26日～28日 JITリサイクルインクスタジアム (山梨県甲府市) 
   ⑤ 全国聾学校卓球大会の開催 (聴覚障害生徒スポーツ振興) 

令和7年 11月7日～9日 名古屋市天白スポーツセンター (愛知県名古屋市) 
 

 

６ 日本宝くじ協会助成事業                  

宝くじドリ－ムジャンボ絵本の作成・配布事業 

幼児を対象にした「おもいやり」と「やさしさ」そして「勇気」の心を育てるための「宝くじドリ－ムジャンボ絵 
本・クジラの ゆうびんやさん」を 1,400セット作成、全国の障害児保育を実施する保育所・認定こども園等 

に配布した。 
   なお、同作品の原作童話については、財団のホームページ等により公募を行い、応募された作品の中から 
最優秀作品を選考している。 

 
 
７ 社会貢献事業 

当財団の社会貢献として以下の事業を実施した。 
①  児童発達支援センター中央愛児園の利用者で低所得世帯に対し、利用料自己負担分の一部を助成 

した。 

②   近隣地域在住の就学前幼児及び障害児を対象に月１～２回、遊びと交流の場を提供 する「おもちゃ 
の図書館あいじえん｣(ボランティア主催)に対し、施設の提供及び保育職員による支援を行った。（16 

回実施） 
③  障害児父母団体の事業について協賛支援を行った。 
また、当財団ビルのスペースを無償提供し、地域の福祉の向上に資する活動を行った。 

 

 

８ 収益事業 

①  障害児父母団体等障害福祉関係団体に対して福祉財団ビルの余剰スペースを事務所や会議室等と 

     して賃貸を行った。 

②  当財団が作成した障害児の医療、療育、福祉及び教育に関する指導書等を研究者等の要請に応じて 
提供した 。 


